
「子ども・子育て支援新制度」

における利用者負担について
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資料 ２－２

平成２６年９月

こども未来部保育課



１１１１．．．．子子子子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援新制度支援新制度支援新制度支援新制度のポイントのポイントのポイントのポイント
2

「子ども・子育て支援新制度」が平成27年４月に本格スタートする。



２２２２．．．．新制度新制度新制度新制度におけるにおけるにおけるにおける施設等利用施設等利用施設等利用施設等利用のためののためののためののための子子子子どものどものどものどもの認定区分認定区分認定区分認定区分 3

認定区分 認定の内容 利用施設

新制度では、認定こども園、幼稚園、保育所などの施設の利用を希望する

場合、保護者の方に利用のための認定を受けていただく必要がある。

保護者は、次に掲げる認定区分ごとに市が設定する利用者負担（保育料）

を市又は施設へ支払う。

■３つの認定区分■３つの認定区分■３つの認定区分■３つの認定区分

１号認定子ども

満３歳以上で、教育を希望

される場合

教育標準時間（※）

幼稚園

認定こども園（幼稚園機能）

２号認定子ども

満３歳以上で、保護者の

就労等により、保育所等で

の保育を希望される場合

保育標準時間
保育所

認定こども園（保育所機能）

保育短時間（※）

３号認定子ども

満３歳未満で、保護者の

就労等により、保育所等で

の保育を希望される場合

保育標準時間

保育所

認定こども園（保育所機能）

小規模保育等
保育短時間（※）

※ ※ ※ ※ これまで、市が設定してきた保育所保育料（２号・３号認定子どもの「保育標準時間」に相当）に加え、新たに、これまで、市が設定してきた保育所保育料（２号・３号認定子どもの「保育標準時間」に相当）に加え、新たに、これまで、市が設定してきた保育所保育料（２号・３号認定子どもの「保育標準時間」に相当）に加え、新たに、これまで、市が設定してきた保育所保育料（２号・３号認定子どもの「保育標準時間」に相当）に加え、新たに、

１号認定こども（幼稚園保育料）及び２号・３号認定子どもの「保育短時間」の利用者負担の設定が必要になる。１号認定こども（幼稚園保育料）及び２号・３号認定子どもの「保育短時間」の利用者負担の設定が必要になる。１号認定こども（幼稚園保育料）及び２号・３号認定子どもの「保育短時間」の利用者負担の設定が必要になる。１号認定こども（幼稚園保育料）及び２号・３号認定子どもの「保育短時間」の利用者負担の設定が必要になる。



◆利用者負担の考え方

新制度における利用者負担については、世帯の所得の状況その他

の事情を勘案して定めることとされており、現行の幼稚園、保育所の

利用者負担の水準を基に、具体的な水準を検討する。

◆利用者負担の額

国が定める基準を限度として、実施主体である市町村が定める。

３３３３．．．．新制度新制度新制度新制度におけるにおけるにおけるにおける利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担（（（（保育料保育料保育料保育料））））のののの設定設定設定設定についてについてについてについて 4

◆利用者負担の検討のポイント

○原則として、国が定める水準の限度内で設定

○子育て世帯（保護者）の経済的な負担感を考慮

○現行の保育料との整合性に配慮

○市の将来に渡る財政負担を考慮

○中核市及び県内１９市の動向を注視



階層区分・定義

利用者

負 担

階層

区分

定 義

利用者

負 担

①生活保護世帯 ０円 Ａ 生活保護世帯 ０円

②市町村民税非課税世帯

（市町村民税所得割非課 9,100円

Ｂ１

市町村民税非課税世帯で母子、

父子、障害者世帯

（市町村民税所得割非課税世帯含む）

０円

【国の基準】 【長野市の利用者負担】

４４４４．．．．新制度新制度新制度新制度におけるにおけるにおけるにおける利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担 １１１１号認定号認定号認定号認定

利用施設：幼稚園、認定こども園（幼稚園機能）利用施設：幼稚園、認定こども園（幼稚園機能）利用施設：幼稚園、認定こども園（幼稚園機能）利用施設：幼稚園、認定こども園（幼稚園機能）
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・新設する１号認定の利用者負担については、国基準どおりとする。

・本市のＢ１、Ｃ１階層については、国の減免措置に合せて設定する。

（市町村民税所得割非課

税世帯含む）

9,100円

（市町村民税所得割非課税世帯含む）

Ｂ２

市町村民税非課税世帯で上記

以外の世帯

（市町村民税所得割非課税世帯含む）

9,100円

③市町村民税所得割課税額

77,100円以下

16,100円

Ｃ１

市町村民税所得割課税額

77,100円以下で母子、父子、障

害者世帯

15,100円

Ｃ２

市町村民税所得割課税額

77,100円以下で上記以外の世帯

16,100円

④市町村民税所得割課税額

211,200円以下

20,500円 Ｄ

市町村民税所得割課税額

211,200円以下

20,500円

⑤市町村民税所得割課税額

211,201円以上

25,700円 Ｅ

市町村民税所得割課税額

211,201円以上

25,700円



５５５５....新制度新制度新制度新制度におけるにおけるにおけるにおける利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担 ２２２２号号号号・・・・３３３３号認定号認定号認定号認定
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・・・・２号・３号認定の利用者負担については、現行の本市の保育料を原則据え置く。

・所得階層区分の設定は、国基準の変更に合せて、所得税額から市町村民税所得割課税額に変更する。

・新設される保育短時間の利用者負担については、国基準に合せて保育標準時間の約98.3％を基本に設定する。

階層

区分

定 義

保育料

階層

区分

定 義

保育標準時間 保育短時間

３歳未満児 ３歳以上児 ３歳未満児 ３歳以上児 ３歳未満児 ３歳以上児

A 生活保護世帯 0円 0円 A 生活保護世帯 0円 0円 0円 0円

B1

市町村民税非課税世帯で母子、

父子、障害者世帯

0円 0円 B1

市町村民税非課税世帯で母子、

父子、障害者世帯

0円 0円 0円 0円

B2

市町村民税非課税世帯で上記

以外の世帯

1,800円 1,200円 B2

市町村民税非課税世帯で上記

以外の世帯

1,800円 1,200円 1,800円 1,200円

C1

市町村民税課税世帯で母子、

父子、障害者世帯

8,900円 6,600円 C1

市町村民税所得割課税額

48,600円未満で母子、父子、障

害者世帯

8,900円 6,600円 8,900円 6,600円

C2

市町村民税課税世帯で上記

以外の世帯

9,900円 7,600円 C2

市町村民税所得割課税額

48,600円未満で上記以外の世帯

9,900円 7,600円 9,900円 7,600円

14,200円 11,900円

市町村民税所得割課税額

14,200円 11,900円 14,000円 11,700円

利用施設：保育所、認定こども園（保育所機能）、小規模保育等利用施設：保育所、認定こども園（保育所機能）、小規模保育等利用施設：保育所、認定こども園（保育所機能）、小規模保育等利用施設：保育所、認定こども園（保育所機能）、小規模保育等

【現行の保育料】 【平成27年度利用者負担】

D1 所得税額 7,500円未満 14,200円 11,900円 D1

市町村民税所得割課税額

60,000円未満

14,200円 11,900円 14,000円 11,700円

D2 所得税額 ～20,000円未満 19,400円 16,800円 D2

市町村民税所得割課税額

76,000円未満

19,400円 16,800円 19,100円 16,500円

D3 所得税額 ～40,000円未満 24,500円 21,700円 D3

市町村民税所得割課税額

97,000円未満

24,500円 21,700円 24,100円 21,300円

D4 所得税額 ～60,000円未満 31,500円 25,200円 D4

市町村民税所得割課税額

123,000円未満

31,500円 25,200円 31,000円 24,800円

D5 所得税額 ～80,000円未満 40,500円 26,100円 D5

市町村民税所得割課税額

148,000円未満

40,500円 26,100円 39,800円 25,700円

D6 所得税額 ～103,000円未満 44,000円 26,600円 D6

市町村民税所得割課税額

169,000円未満

44,000円 26,600円 43,300円 26,200円

D7 所得税額 ～183,000円未満 50,500円 27,200円 D7

市町村民税所得割課税額

219,000円未満

50,500円 27,200円 49,700円 26,700円

D8 所得税額 ～283,000円未満 53,600円 28,700円 D8

市町村民税所得割課税額

265,000円未満

53,600円 28,700円 52,700円 28,200円

D9 所得税額 ～413,000円未満 54,500円 29,600円 D9

市町村民税所得割課税額

301,000円未満

54,500円 29,600円 53,600円 29,100円

D10 所得税額 ～734,000円未満 55,600円 30,700円 D10

市町村民税所得割課税額

397,000円未満

55,600円 30,700円 54,700円 30,200円

D11 所得税額 734,000円以上 56,700円 31,800円 D11

市町村民税所得割課税額

397,000円以上

56,700円 31,800円 55,700円 31,300円



7
６６６６．．．．多子世帯支援多子世帯支援多子世帯支援多子世帯支援のののの拡充拡充拡充拡充

■拡充策■拡充策■拡充策■拡充策（新規）（新規）（新規）（新規）

少子化対策に市としても積極的に取組むため、現行の軽減策に加え、少子化対策に市としても積極的に取組むため、現行の軽減策に加え、少子化対策に市としても積極的に取組むため、現行の軽減策に加え、少子化対策に市としても積極的に取組むため、現行の軽減策に加え、18181818歳未歳未歳未歳未

満の児童が３人以上いる世帯のうち、当該世帯の３人目以降で、かつ、３歳未満満の児童が３人以上いる世帯のうち、当該世帯の３人目以降で、かつ、３歳未満満の児童が３人以上いる世帯のうち、当該世帯の３人目以降で、かつ、３歳未満満の児童が３人以上いる世帯のうち、当該世帯の３人目以降で、かつ、３歳未満

児の児童の利用者負担を無償（所得制限あり）にする。児の児童の利用者負担を無償（所得制限あり）にする。児の児童の利用者負担を無償（所得制限あり）にする。児の児童の利用者負担を無償（所得制限あり）にする。

■現行の軽減策■現行の軽減策■現行の軽減策■現行の軽減策

・保育所

小学校就学前（０～５歳）の範囲において、最年長の子どもから順に２人目は半

額、３人目以降については０円。

多子世帯の保護者負担の軽減策を拡充する。多子世帯の保護者負担の軽減策を拡充する。多子世帯の保護者負担の軽減策を拡充する。多子世帯の保護者負担の軽減策を拡充する。

額、３人目以降については０円。

・幼稚園

幼稚園年少から小学校３年（３～８歳）の範囲において、最年長の子どもから順

に２人目は半額、３人目以降については０円。

●●●●軽減策拡充に軽減策拡充に軽減策拡充に軽減策拡充に伴う本市の影響額伴う本市の影響額伴う本市の影響額伴う本市の影響額

平成26年４月の入所児童7,984人のうち、255人が対象となる。

影響額は、１か月あたり約影響額は、１か月あたり約影響額は、１か月あたり約影響額は、１か月あたり約300300300300万円（年額約万円（年額約万円（年額約万円（年額約3,6003,6003,6003,600万円万円万円万円の保育料収入の減の保育料収入の減の保育料収入の減の保育料収入の減））））

＊本市の保育所保育料所得階層Ｄ６以下の世帯（推定年収＊本市の保育所保育料所得階層Ｄ６以下の世帯（推定年収＊本市の保育所保育料所得階層Ｄ６以下の世帯（推定年収＊本市の保育所保育料所得階層Ｄ６以下の世帯（推定年収600600600600万円未満、全万円未満、全万円未満、全万円未満、全

体の約体の約体の約体の約3/43/43/43/4）を対象とした場合の試算）を対象とした場合の試算）を対象とした場合の試算）を対象とした場合の試算



区 分

平成26年度 平成27年度

９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

利用者負担額

（保育料）

条例（規則）

整備

利用者

負担額

（案）

決定

条例

議決

条例（案）

規則（案）検討

条例

施行

利用者

負担額

確定

広報・周知

広報ながの

10月号

７７７７．．．．今後今後今後今後のスケジュールのスケジュールのスケジュールのスケジュール（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担）））） 8

利用者

負担

徴収

利用者負担額は、最終的には予算編成

過程等を経て決定していくものであるが、

新年度の入園募集に合わせ、保護者が

施設を選択する際の参考として、公表し

ていくもの。

整備

支給認定申請

入園申し込み

施設・事業者

の確認

（意向確認）

議決
規則（案）検討

支給認定申請

・入園申込み

開始

（10月20日～）

施行

２・３号

認定に係る

保育所等

利用調整

新制度広報

広報ながの

９月号

書類審査

施設

利用

開始

入

園

内

定

支

給

認

定

証

交

付

利

用

契

約

幼稚園等

入

園

内

定

支

給

認

定

証

交

付

利

用

契

約

保育所等

※保育所・認定

こども園は原則

新制度へ移行

意向確認

施設情報の提出

書類審査

（みなし確認）

利用

定員

設定

給付

開始

別段の申し出

（新制度へ移行しない場合）


